
 

    

       災害時における応急対策に関する協定書 

 

 千葉市（以下「甲」という。）と文化シヤッター株式会社（以下「乙」という。）

は、災害時における応急対策活動の協力に関する協定を次のとおり締結する。 

この協定は、甲と乙の東関東支店との間に適用する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害又はその他の災害（以下「災害」という。）が発

生した場合に甲及び乙の応急対策活動の協力について必要な事項を定めるものとす

る。 

 （協力要請） 

第２条 甲は、災害時において乙に対し公共建築物等のシャッター、ドア等の緊急点

検及び緊急修理（以下「本件業務」という。）について協力要請をすることができ

る。 

２ 甲は、前項の規定により本件業務を要請するときは、応急対策要請書（第１号様

式）により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話又はその他の方法

により要請することができる。 

 （要請に対する措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、必要に応じて本件業務の従事者の

安全確保等に関して甲と協議の上、要請事項に応じて速やかに可能な限り適切な措

置をとるとともに、その措置結果を応急対策報告書（第２号様式）により甲に報告

するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に対し特に業務上の支障、その他やむを得ない事由のない限

り乙の営業時間外においてもこれに応じるものとし、いつでも要請に応じられる態

勢を平時から確立しておくものとする。 

 （連絡責任者） 

第４条 本件業務に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲乙双方の連絡先

及び連絡責任者等を連絡担当者確認書（第３号様式）により定めるものとする。た

だし、内容の変更が生じた場合は速やかに相手先に報告するものとする。 

 （経費の負担及び価格の決定） 

第５条 乙が実施した本件業務に要した費用は、次のとおりとする。 
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 (１) 緊急点検における費用については、無償とする。 

 (２) 緊急修理における費用については甲が負担するものとし、当該費用の額につ

いては災害発生直前における適正な費用を基準として乙が算出し、甲乙協議の

上、決定する。 

 （災害補償） 

第６条 第２条第１項の規定に基づき、本件業務に従事した者がそのために死亡し、

負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害となった場合の災害補償は、労働者災害

補償保険法（昭和22年法律第50号）により対処するものとし、その適用がない場合

は千葉市消防団員等公務災害補償条例（昭和41年千葉市条例第26号）の規定により

対処する。 

 （協議事項） 

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定内容に疑義が生じたときは、甲乙双

方が誠意をもって協議の上、対応するものとする。 

 （有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２７年３月３１日までとする。但

し、期間満了の１か月前までに甲又は乙から書面による変更、解約の申し出のない

ときは、本契約は更に１年間延長するものとし、その後も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

  平成２６年１１月１４日 

 

        

  



 

災害時における応急対策の協力に関する業務協定書 

 

 千葉市（以下「甲」という。）と千葉県レッカー事業協同組合（以下「乙」という。）

とは、災害時における応急対策の実施に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震、風雪水害その他の災害（以下「災害」という。）が発生又

はそのおそれがある場合における甲の管理する道路等の公共施設（工事施工中等の

施設を含む。以下「公共施設」という。）の被災防止、応急対策及び災害復旧に係る

業務（以下「災害応急等業務」という。）及び災害対策基本法（昭和３６年法律第２

２３号）（以下「法」という。）第７６条の６に基づく車両その他の物件（以下「車

両等」という。）の移動を実施するため、甲乙間における基本的事項を定め、もって、

公共施設の被災防止、機能の確保、早期復旧及び被害の拡大防止に資することを目

的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この協定は、災害が発生又はそのおそれがある場合において、公共施設の災

害応急等業務及び法に基づく車両等の移動に適用するものとする。 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害応急等業務及び法に基づく車両等の移動の必要があると認めると

きは、乙に対し協力を要請することができるものとする。 

２ 前項の規定に基づき、甲が協力の要請をする場合は、建設局土木部維持管理課か

ら乙に対し行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、各土木事務所等から乙

に対し行うことができるものとする。 

 

（協力体制） 

第４条 乙は、前条第１項の規定による要請を受けたときは、速やかに災害応急等業

務を実施するものとする。 

２ 乙は、法に基づく車両等の移動を行う場合は、甲が別途発行する「身分証明書」

を携帯するものとする。 

３ 乙は、あらかじめ、甲と協議のうえ、乙の担当業務を定めるなど協力体制を整備
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するものとする。 

４ 乙は、前項の協力体制を整備したときは、速やかに甲に報告するものとする。こ

れを変更したときも、また同様とする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲の要請により、乙が災害応急等業務及び法に基づく車両等の移動を実施し

た場合に要する費用は、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用の額、支払方法等については、甲、乙協議して別に定めるも

のとする。 

 

（被害が生じたときの措置） 

第６条 乙は、その責に帰すべき事由により第三者に損害が生じたときは、乙の責任

において処理解決に当たるものとする。ただし、車両等の移動に際して、車両等に

損失が生じた場合は、法第８２条の規定により、通常生ずべき損失について、甲が

車両等の占有者、所有者又は管理者（以下「占有者等」という。）に補償するもの

とする。 

２ 車両等の移動に起因する占有者等との紛争については、甲乙協議の上、解決に当

たるものとする。 

 

（有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２７年３月３１日までとする。 

２ 前項の期間満了日の１月前までに、甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出が

ない限り、この協定は、さらに 1年間延長するものとし、その後においても同様と

する。 

 

（疑義等） 

第８条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲、乙協議し

て定めるものとする。 

 

 この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙は記名押印のうえ、各

自１通を保有する。 

 

平成２７年 ２月１２日 



  
 

災害時における応急対策及び災害復興の協力に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と公益社団法人日本技術士会千葉県支部（以下「乙」という。） は、災

害時における応急対策及び災害復興の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的）  

第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害（以下「災害」という。）が発生（そのおそれがある場 

合を含む。以下同じ。）した場合において、甲の管理する道路、下水道等の公共施設（工事中等の施設 

を含む。以下「公共施設」という。）の応急対策及び災害復興等に係る支援（以下「災害応急等支援」 

という。）を実施するため、甲乙間における基本的事項を定め、もって、被災施設の早期復興と被害の 

拡大防止に資することを目的とする。   

 

（適用範囲）  

第２条 この協定は、災害が発生した場合において、公共施設に被害が発生したときの当該公共施設の 

以下の災害応急等支援に適用するものとする。 

（１）災害被害の調査支援 

（２）災害時の情報の活用に関する支援 

（３）復興計画段階での助言 

（４）その他、甲が必要とし、乙が支援しうる活動 

 

（協力要請）  

第３条 甲は、乙に災害応急等支援の協力要請を行う際には、次に掲げる事項を記述した協力要請書に 

より要請を行うものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話等で要請し、そ 

の後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）要請年月日 

（２）要請箇所 

（３）要請内容 

（４）連絡先及び担当者 

 

（協力体制）  

第４条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、可能な限り速やかに災害応急等支援活動を実施 

するものとする。  

２ 乙は、あらかじめ乙の会員のうちから、支援可能な者、その専門技術分野、支援可能な内容等を定

めるなど協力体制を整備するものとする。 

 

（完了報告）  

第５条 乙は、災害応急等支援活動を完了した時は、協力要請書の要請内容に応答する事項を記述した 

完了報告書を提出することにより、甲に報告するものとする。ただし、文書をもって報告することが 



  
 

困難な場合は電話等で報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 甲の要請により、乙又は乙の会員が災害応急等支援を実施した場合に要する費用は、甲が負担 

するものとする。 

２ 前項に規定する費用以外の額、支払方法等については、甲、乙協議の上、別に定めるものとする。  

 

（被害が生じたときの措置）  

第７条 乙は、その責に帰すべき事由により第三者に損害が生じたときは、乙の責任において処理解決

に当たるものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。  

２ 前項の期間満了日の１月前までに、甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がない限り、この協

定は、さらに１年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

 

（疑義等）  

第９条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲、乙協議して定めるものとす

る。 

 

この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙は記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 平成２９年６月１９日  



     

災害時における災害応急対策業務及び 

建設資材調達に関する包括的協定書 
 

 

 国土交通省関東地方整備局長（以下「甲」という。）並びに茨城県知事、栃木県知事、群

馬県知事、埼玉県知事、千葉県知事、東京都知事、神奈川県知事、山梨県知事、長野県知

事、さいたま市長、千葉市長、横浜市長、川崎市長、相模原市長、独立行政法人水資源機

構理事長、東日本高速道路株式会社関東支社長、中日本高速道路株式会社東京支社長、中

日本高速道路株式会社八王子支社長及び首都高速道路株式会社代表取締役社長（以下これ

らを総称して「乙」という。）と一般社団法人日本建設業連合会関東支部長（以下「丙」と

いう。）は、災害時における災害応急対策業務及び建設資材等の調達（以下「業務等」とい

う。）に関し、次のとおり包括的協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条  本協定は、地震・大雨等の異常な自然現象等により生ずる災害及び予測できな

い災害が発生、又はそのまま放置すれば直ちに災害が発生するおそれがある場合

（以下「災害時」という。）に行う業務等に必要な事項を定め、被害の拡大防止と

被災施設の早期復旧に資することを目的とする。 

 

（業務等の対象） 

第２条  業務等の対象は、甲若しくは甲の所掌する事務所及び管理所（以下「甲の事務

所等」という。）の長又は乙若しくは乙の所掌する地方機関及び事務所等（以下「乙

の地方機関等」という。）の長が、管理中又は施工中の公共施設（高速道路会社に

あっては自社施設を含む。）とする。 

   ２ 前項に規定する対象以外であっても、甲若しくは甲の事務所等の長又は乙若し

くは乙の地方機関等の長が、特に必要と判断し、第３条、第４条又は第６条の規

定により、丙に業務等を要請した場合は、丙及び丙の会員は、特別な理由がある

場合を除き、これに応じるものとする。 

 

（災害応急対策業務） 

第３条  甲又は乙は、災害時に、必要と認めるときは、被災状況に応じて、丙に災害応

急対策業務の実施を要請するものとする。 

   ２ 甲又は乙は、前項の規定により災害応急対策業務の実施に向けて出動を要請す

る丙の会員を特定するため、別に定める様式により、丙の会員の使用可能な建設

機械、資材の状況、作業可能人員に関する情報等（以下「資機材及び人員に関す
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る情報」という。）の収集及び報告を、丙に要請するものとする。 

３ 丙は、前項の規定により要請を受けたときは、速やかに、第１項の規定により

要請を受けた災害応急対策業務に応じるための丙の会員の資機材及び人員に関す

る情報を収集し、当該要請をした甲又は乙に報告するものとする。 

ただし、関東地方整備局管内（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県、山梨県及び長野県）で震度６弱以上の地震が発生した場合、丙

は、前項の規定によらず、資機材及び人員に関する情報の収集を開始するものと

する。 

   ４ 甲又は乙は、前項の規定により報告を受けた丙の会員の資機材及び人員に関す

る情報により、災害応急対策業務を実施する丙の会員を特定し、出動を要請する

ものとする。 

   ５ 甲又は乙は、前項の規定により出動を要請する丙の会員を特定した場合は、そ

の内容を丙に通知するものとする。 

   ６ 丙の会員は、甲又は乙から第４項の規定により出動の要請があった場合、出来

る限り速やかに、甲若しくは甲の事務所等の長又は乙若しくは乙の地方機関等の

長の指示により、災害応急対策業務を実施するものとする。 

 

（建設資材等調達） 

第４条  甲又は乙は、災害時に、必要と認めるときは、被災状況に応じて、別に定める

様式にて、丙に建設資材等の調達（以下「調達」という。）を要請できるものとす

る。 

２ 丙は、前項の規定により要請を受けたときは、速やかに建設資材等の在庫情報

を収集し、甲及び当該要請をした乙に報告するものとする。 

３ 甲又は乙は、前項の規定により報告される建設資材の在庫情報により、丙に調

達の具体的な内容を指示するものとする。 

   ４ 丙は、前項の規定により調達の指示を受けたときは、出来る限り速やかに、甲

若しくは甲の事務所等の長又は乙若しくは乙の地方機関等の長の指示する場所へ、

調達した建設資材等を運搬するものとする。 

 

（連絡体制の整備等） 

第５条  甲、乙及び丙は、緊急時の連絡体制（丙の会員への緊急時の連絡体制を含む。）

を整えるものとし、その連絡体制表を保有するものとする。 

   ２ 丙は、丙の会員への連絡体制及び丙の会員が有する技術者、建設機械、建設資

材等（以下「要員・資機材等」という。）の数を把握し、また、災害時における建

設資機材等の確保、運搬及び人員確保の方法について定め、毎年４月末までに甲

及び乙に報告するものとする。 



   ３ 丙の会員は、災害時において迅速に業務等ができるよう、要員・資機材等の確

保に努め、前項の報告に大幅な変更が生じた場合は丙を通じて速やかに甲及び乙

に報告するものとする。 

 

（大規模災害時等の場合） 

第６条  甲は、複数の都県又は政令指定都市にわたる広域的な大規模災害が発生又は発

生するおそれがある場合（以下「大規模災害時等」という。）は、第３条及び第４

条の規定にかかわらず、乙が行う丙への要請に対して、秩序ある業務の遂行のた

め必要な調整を行うことができるものとする。 

     この場合、乙が第３条及び第４条の規定により行う丙への要請は、甲を通じて

一元的に行うものとする。なお、甲又は丙は、乙の業務等の要請を一元的に行う

場合は乙に連絡するものとする。 

   ２ 前項の規定により甲が一元的に実施を要請する業務等については、関係する乙

又は乙の地方機関等の長が、第３条第６項並びに第４条第３項及び第４項の指示

を行うものとする。     

 

（本協定の効力） 

第７条  本協定は、甲若しくは甲の事務所等又は乙若しくは乙の地方機関等と丙が締結

する同じ目的の協定を妨げるものではないが、大規模災害時等においては、本協

定を優先するものとし、甲は、第６条の規定により必要な調整を行うことができ

るものとする。 

     また、本協定は、甲若しくは甲の事務所等又は乙若しくは乙の地方機関等が締

結する他団体との同じ目的の協定（災害応急対策業務等に関する協定）を妨げる

ものではない。 

 

（契約の締結） 

第８条  甲若しくは甲の事務所等の長及び乙若しくは乙の地方機関等の長は、第３条の

規定により丙の会員に出動を要請したときは、遅滞なく、丙の会員と当該出動の

内容に係る契約を締結するものとし、第４条の規定により丙に調達を要請したと

きは、遅滞なく、丙と当該調達の内容に係る契約を締結するものとする。 

   ２ 第６条の規定により甲が一元的に丙に要請した乙の業務等については、業務等

を必要とした乙若しくは乙の地方機関等の長が、遅滞なく、当該業務に係る契約

を丙の会員と締結するものとし、調達については丙と契約を締結するものとする。 

 

（訓練の実施） 

第９条  甲、乙又は丙は、防災訓練の参加依頼があった場合には、可能な限り参加する



ものとし、甲、乙、丙相互のスキルアップ及び協力体制の充実･強化を図るものと

する。 

 

（有効期限） 

第 10条  本協定の有効期間は、協定締結日から平成３１年３月３１日までとする。 

ただし、期間満了の 1ヶ月前までに甲、乙又は丙のいずれからも申出のない時は、

本協定の有効期間を更に１年間延長するものとし、その後も同様とする。 

 

（損害の報告） 

第 11条  丙又は丙の会員は、業務等の実施に伴い、第三者に損害を及ぼした場合又は 

人員及び建設資機材等に損害が生じた場合は、その事実の発生後、遅滞なく、書

面により、その状況について、当該業務等を要請した機関に報告するとともに、

その措置について当該業務等を要請した機関と協議して、定めるものとする。ま

た、第６条の規定により甲が一元的に丙に要請した業務等については、当該業務

等を必要とした乙又は乙の地方機関等の長に対して同様の報告及び協議を行うも

のとする。 

 

（その他） 

第 12条  本協定に定めのない事項又は本協定に疑義が生じたときは、その都度、甲、乙

及び丙が協議してこれを定めるものとする。 

 

本協定の証として、本書２１通を作成し、甲、乙及び丙が記名捺印の上、各々１通を保

有するものとする。 

 

 

平成３０年３月２８日 

 

 

甲 埼玉県さいたま市中央区新都心２－１ 

国土交通省 関東地方整備局長          泊   宏 

 

 

 

乙 茨城県水戸市笠原町９７８番６ 

茨 城 県 知 事            大井川 和 彦 

 



 

栃木県宇都宮市塙田１丁目１番２０号 

栃 木 県 知 事            福 田 富 一 

 

 

群馬県前橋市大手町１丁目１番１号 

群 馬 県 知 事            大 澤 正 明 

 

 

埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目１５番１号 

埼 玉 県 知 事            上 田 清 司 

 

 

千葉県千葉市中央区市場町１番１号 

千 葉 県 知 事            鈴 木 栄 治 

 

 

東京都新宿区西新宿２丁目８番１号 

東 京 都 知 事            小 池 百合子 

 

 

神奈川県横浜市中区日本大通１ 

神 奈 川 県 知 事           黒 岩 祐 治 

 

 

山梨県甲府市丸の内１丁目６番１号 

山 梨 県 知 事            後 藤   斎 

 

 

長野県長野市大字南長野字幅下６９２番地の２ 

長 野 県 知 事            阿 部 守 一 

 

 

埼玉県さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さ い た ま 市 長           清 水 勇 人 

 



 

千葉県千葉市中央区千葉港１番１号 

千 葉 市 長             熊 谷 俊 人 

 

 

神奈川県横浜市中区港町１番１号 

横 浜 市 長             林  文 子 

 

 

神奈川県川崎市川崎区宮本町１番地 

川 崎 市 長             福 田 紀 彦 

 

 

神奈川県相模原市中央区中央２丁目１１番１５号 

相 模 原 市 長            加 山 俊 夫 

 

 

埼玉県さいたま市中央区新都心１１番地２ 

独立行政法人水資源機構 理事長     甲 村 謙 友 

 

 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目１１番地２０ 

東日本高速道路株式会社 関東支社長   髙 橋 知 道 

 

 

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号 

中日本高速道路株式会社 東京支社長   源 島 良 一 

 

 

東京都八王子市宇津木町２３１番地 

中日本高速道路株式会社 八王子支社長   野 口 英 正 

 

 

東京都千代田区霞が関１丁目４番１号 

首都高速道路株式会社 代表取締役社長    宮 田 年 耕 

 



 

丙 東京都中央区八丁堀２－５－１ 東京建設会館 

一般社団法人 日本建設業連合会 関東支部長 大 嶋 匡 博 
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災害時における保有資機材の提供等に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と株式会社フィニッシャーリース（以下「乙」という。）

は、災害時における保有資機材の提供等に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、千葉市域に地震、風水害、その他の災害が発生した場合において、

甲が保有資機材の提供等を乙から受けることに関して、必要な事項を定めるものと

する。 

 

（協力の内容） 

第２条 甲が、乙に協力を要請する内容は次のとおりとする。 

（１）保有資機材の提供及び運用 

   甲が必要と認める場所において不整地等の舗装を実施するため、アスファルトフ

ィニッシャー等の資機材を提供し、運用する。 

（２）オペレーター及び作業員の派遣 

   資機材の提供場所において資機材の運用を円滑に実施するため、オペレーター及

び作業員を派遣する。 

 

（協力の要請） 

第３条 甲は乙に対し、前条の要請を行う場合、「保有資機材等協力要請書」（別記様式

１）をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭あるいは電話等をも

って要請し、事後速やかに文書を提出する。 

２ 乙は、甲の要請があった場合、可能な範囲で協力するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、甲からの要請に基づき、資機材の提供等を実施したときは、甲に対して、

「保有資機材等協力完了報告書」（別記様式２）を遅滞なく甲に提出するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第５条 甲及び乙は、本協定に基づく要請及び相手方への回答を円滑に行うため、甲乙

双方の連絡先及び連絡責任者・担当者を別途定めるものとする。ただし、本協定の有

効期間の途中において内容の変更が生じた場合は、速やかに相手先に報告するものと

する。 

 

 

 



 
（保有資機材等の提供） 

第６条 甲の要請により乙が甲に提供する保有資機材等の提供場所は、甲が状況に応じ

指定するものとする。提供場所までの保有資機材等の搬送は、原則として乙または乙

が指定するものが行うものとする。 

 

（費用負担） 

第７条 甲の要請により、乙が資機材の提供等を実施した場合に要する費用は、甲が負

担するものとする。 

２ 前項に規定する費用の額、支払方法等については、甲乙協議して別に定めるものと

する。 

 

（第三者の損害が生じたときの措置） 

第８条 乙は、その責に帰すべき事由により第三者に損害を与えたときは、乙の責任に

おいて、その処理解決に当たるものとする。 

 

（損害補償） 

第９条 協力要請に基づき作業に従事した者が死亡又は負傷し、若しくは疾病にかかり、

又は障害の状態となった場合の本人又はその遺族若しくは被扶養者に対する損害の

補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）を適用する。 

 

（協定の改定） 

第１０条 この協定は、甲又は乙のいずれかの申し出があったときは、協議して協定の

解除又は協定の一部を改定することができる。 

 

（履行義務の免除） 

第１１条 乙が被災した場合、甲乙協議の上、被害の程度に応じて履行義務の一部又は

全部を免除することができるものとする。 

 

（協議事項） 

第１２条 この協定に定めがない事項及びこの協定の実施について疑義が生じたときは、  

その都度甲乙双方が誠意をもって協議し、決定するものとする。 

 

（有効期間） 

第１３条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成３２年３月３１日までとする。 

２ 前項の期間満了の１月前までに、甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がない

限り、この協定はさらに１年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

 



 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を 

保有する。 

 

 

 平成３１年４月１日 

 

 

             甲 千葉市中央区千葉港１番１号 

               千 葉 市 

               千 葉 市 長  熊 谷 俊 人 

 

 

 

             乙 千葉市若葉区みつわ台５丁目１番８３号 

               株式会社フィニッシャーリース 

               代表取締役  坂 本  健 

 

  



 
様式１                                

№   

 

  年  月  日 

 

保有資機材等協力要請書要請書 

 

株式会社フィニッシャーリース 

       様 

千 葉 市 長 

 

災害時における保有機材等の提供に関する協定書第３条の規定により、次のとおり協

力を要請します。 

要請内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場  所 
 

 

備  考 

 

 

 

 

 

担 当 者 

所属： 

氏名： 

電話番号：         ＦＡＸ： 

※要請内容の詳細については、担当者より指示します。 

 



 
様式２                                

№   

 

  年  月  日 

 

保有資機材等協力完了報告書 

 

千 葉 市 長 様 

 

株式会社フィニッシャーリース 

 

 

 

災害時における保有機材等の提供に関する協定第４条の規定により、次のとおり報告

します。 

実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

場  所 
 

 

実施期間 
  年  月  日（ ）から 

  年  月  日（ ）まで 

備  考 

【使用資機材・人工等】 

 

 

 

担 当 者 

所属： 

氏名： 

電話番号：         ＦＡＸ： 

（添付書類）実績内訳書、その他市の指示によるもの 

 



災害時における応急対策の協力に関する業務協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と千葉市地質調査業協会（以下「乙」という。）とは、

災害時における応急対策の実施に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害（以下「災害」という。）が発生（そ

のおそれがある場合を含む。以下同じ。）した場合における甲の管理する道路、下水

道等の公共土木施設（工事施工中等の施設を含む。以下「公共土木施設」という。）

の応急対策及び災害復旧等に係る業務（以下「災害応急等業務」という。）を実施す

るため、甲乙間における基本的事項を定め、もって、被災施設の早期復旧と被害の拡

大防止に資することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この協定は、災害が発生した場合において、公共土木施設に被害が発生（その

おそれがある場合を含む。）したときの当該公共土木施設の災害応急等業務に適用す

るものとする。 

２ 災害応急等業務は、公共土木施設の存する土地（その周辺の土地の範囲を含む。）

における地質調査、当該土地に関する資料提供等をいう。 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害応急等業務の必要があると認めるときは、乙に対し協力を要請する

ことができるものとする。 

 

（協力体制） 

第４条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、可能な限り速やかに災害応急等

業務を実施するものとする。 

２ 乙は、あらかじめ、甲と協議のうえ、乙の会員のうち千葉市建設工事等入札参加業

者資格者名簿に登載されている業者の担当業務を定めるなど協力体制を整備するも

のとする。 

３ 乙は、前項の協力体制を整備したときは、速やかに甲に報告するものとする。これ

を変更したときも、また同様とする。 

 

（完了報告） 

第５条 乙は、災害応急等業務を完了した時は、遅滞なくその結果を甲に報告するもの

とする。 
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（費用の負担） 

第６条 甲の要請により、乙が災害応急等業務を実施した場合に要する費用は、甲が負

担するものとする。 

２ 前項に規定する費用の額、支払方法等については、甲、乙協議して別に定めるもの

とする。 

 

（被害が生じたときの措置） 

第７条 乙は、その責に帰すべき事由により第三者に損害が生じたときは、乙の責任に

おいて処理解決に当たるものとする。 

 

（実施細目） 

第８条 この協定に関する実施細目は、甲、乙協議して別に定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２６年３月３１日までとする。 

２ 前項の期間満了日の１月前までに、甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がな

い限り、この協定は、さらに１年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

 

（疑義等） 

第１０条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲、乙協議し

て定めるものとする。 

 

この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙は記名押印の上、各自１

通を保有する。 

 

 

 平成２５年４月１８日 

 



  
 

  災害時における応急対策及び災害復興の協力に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と公益社団法人日本技術士会千葉県支部（以下「乙」という。） は、災

害時における応急対策及び災害復興の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的）  

第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害（以下「災害」という。）が発生（そのおそれがある場 

合を含む。以下同じ。）した場合において、甲の管理する道路、下水道等の公共施設（工事中等の施設 

を含む。以下「公共施設」という。）の応急対策及び災害復興等に係る支援（以下「災害応急等支援」 

という。）を実施するため、甲乙間における基本的事項を定め、もって、被災施設の早期復興と被害の 

拡大防止に資することを目的とする。   

 

（適用範囲）  

第２条 この協定は、災害が発生した場合において、公共施設に被害が発生したときの当該公共施設の 

以下の災害応急等支援に適用するものとする。 

（１）災害被害の調査支援 

（２）災害時の情報の活用に関する支援 

（３）復興計画段階での助言 

（４）その他、甲が必要とし、乙が支援しうる活動 

 

（協力要請）  

第３条 甲は、乙に災害応急等支援の協力要請を行う際には、次に掲げる事項を記述した協力要請書に 

より要請を行うものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話等で要請し、そ 

の後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）要請年月日 

（２）要請箇所 

（３）要請内容 

（４）連絡先及び担当者 

 

（協力体制）  

第４条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、可能な限り速やかに災害応急等支援活動を実施 

するものとする。  

２ 乙は、あらかじめ乙の会員のうちから、支援可能な者、その専門技術分野、支援可能な内容等を定

めるなど協力体制を整備するものとする。 

 

（完了報告）  

第５条 乙は、災害応急等支援活動を完了した時は、協力要請書の要請内容に応答する事項を記述した 

完了報告書を提出することにより、甲に報告するものとする。ただし、文書をもって報告することが 

2-11-56 



  
 

困難な場合は電話等で報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 甲の要請により、乙又は乙の会員が災害応急等支援を実施した場合に要する費用は、甲が負担 

するものとする。 

２ 前項に規定する費用以外の額、支払方法等については、甲、乙協議の上、別に定めるものとする。  

 

（被害が生じたときの措置）  

第７条 乙は、その責に帰すべき事由により第三者に損害が生じたときは、乙の責任において処理解決

に当たるものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。  

２ 前項の期間満了日の１月前までに、甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がない限り、この協

定は、さらに１年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

 

（疑義等）  

第９条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲、乙協議して定めるものとす

る。 

 

この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙は記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 平成２９年６月１９日  

 

 

              甲  千葉市中央区千葉港１番１号 

                 千葉市 

                 千葉市長  熊 谷 俊 人 

 

 

 

              乙  千葉市中央区中央２丁目７番１０号 

                 シャンポール千葉中央２階２０６号 

                 公益社団法人 日本技術士会千葉県支部 

                 支 部 長  松 井  隆 



 

下水道管路施設等の災害時復旧応援に関する協定 

  

千葉市（以下「甲」という。）、千葉市下水管路維持協同組合（以下「乙」とい

う。）及び公益社団法人日本下水道管路管理業協会（以下「丙」という。）は、地震等

の自然災害により甲の管理する下水道管路施設等（農業集落排水施設を含む。以下同

じ。）が被災した場合における管路調査及び応急措置（以下「応急措置等」という。）

に関し、次のとおり協定を締結する。 

 なお、平成１３年３月２７日付け甲及び乙が締結した「災害時における応急措置等

の協力に関する協定」については、本協定の締結をもって効力を失う。 

 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時において下水道管路施設等が被災し、市民生活に影響を 

及ぼした場合、又は緊急を要する措置を必要とする場合において、甲、乙及び丙 

が協力して下水道管路施設等の機能の早期復旧対策を図ることを目的とし、あわ 

せて迅速に応急措置等を遂行するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（応援内容） 

第２条 この協定に基づき乙及び丙が行う応急措置等に係る業務（以下「応急措置等 

業務」という。）は、次のとおりとする。 

 （１）被災した下水道管路施設等による被害拡大及び二次災害の防止のために必要 

   な調査及び応急措置 

 （２）被災した下水道管路施設等の安全確保のために必要な調査及び応急措置 

 （３）被災した下水道管路施設等を早急に機能回復させるための調査及び応急措置 

 （４）前号に掲げるもののほか甲、乙及び丙の協議により必要と認められる事項 

 

（協力要請及び着手時期） 

第３条 甲は、被災状況により、乙及び丙に対して協力要請することができるものと 

する。 

ただし、「下水道災害時における大都市間の連絡・連携体制に関するル－ル」が 

適用された場合は、同ルールを優先するものとする。 

２ 前項のルールに基づく要請については、甲が要請したものと読み替える。  

３ 甲は、第１項の規定により乙及び丙に対して、その協力を要請するときは、協

力要請書等により行うものとする。 

   ただし、緊急時のやむ得ない場合は、電話等により要請を行うことができるも 

のとするが、後日速やかに協力要請書等を提出するものとする。 

４   乙及び丙は、第１項の規定により要請を受けたときは、速やかに応急措置等の

業務に協力し、着手時期を甲に通知するものとする。 
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（協力体制の整備） 

第４条 乙及び丙は、第３条による要請を受けた場合、速やかに応急措置等業務を行 

えるよう、常に連絡体制及び出勤体制並びに資機材等の供給体制を整備しておく 

ものとする。 

 

（報告及び検査） 

第５条 乙及び丙は、応急措置等業務が終了した場合は、速やかに甲に対して、書面 

をもって報告を行い、甲は速やかに完了検査を行うものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 この協定に基づき、甲が乙及び丙に要請した応急措置等業務に要した費用 

は、甲が負担するものとし、甲は、完了検査後速やかにこれを乙及び丙に支払う 

ものとする。 

 

（実施細目） 

第７条 この協定に関する実施細目は、甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。 

 

（その他） 

第８条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度、 

甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。 

２  甲、乙又は丙がこの協定の定めに違反した場合においては、違反した相手方へ

の書面による通告をもってこの協定を廃止することができる。 

 

 

（協定の有効期間） 

第９条 この協定の期間は、令和３年３月１日から効力を生じる。 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、甲乙丙は、それぞれ 

記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

 

  令和 ３年 ３月１日 

 

千葉県千葉市中央区千葉港 1番 1号 

甲  千葉市 

               千葉市長  熊 谷   俊 人 

 

              千葉県千葉市稲毛区黒砂 2丁目 12番 11号 

乙  千葉市下水管路維持協同組合 

               理事長   新 沢   剛 

 

 東京都千代田区岩本町 2丁目 5番 11号 

丙  公益社団法人日本下水道管路管理業協会 

               会 長   長 谷 川  健 司 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

震災廃棄物処理の支援に係る協定書 

 

 

千葉市（以下「甲」という。）とジャパン・リサイクル（株）（以下「乙」と

いう。）は、廃棄物処理の支援について、以下のとおり協定を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 この協定は、甲が行う廃棄物の処理にあたって問題が発生し、その処

理に支障が生じるおそれのある場合に、乙の支援を受けることにより、甲

の廃棄物処理の円滑な遂行を図ることを目的とする。 

 

（定 義） 

第２条 本協定における廃棄物とは、震災等で発生した一般廃棄物をいう。 

 

（支援の実施） 

第３条 本協定により、甲が乙に支援を要請する場合は、次に掲げる場合とす

る。 

（１） 甲のごみ処理施設は稼働するものの、震災等の災害により、甲のごみ

処理施設だけでは廃棄物を適正に処理できない状況に陥るか、またはその

おそれがある場合 

（２） 甲のごみ処理施設が、緊急の保守・点検等によって、廃棄物を適正に

処理できない状況に陥るか、またはそのおそれがある場合 

 

（支援要請及び実施） 

第４条 甲は、前条に掲げる事態が発生した場合、乙に支援を要請することが

できる。 

２ 乙は、前項の規定により支援の要請を受けた場合、乙のごみ処理施設

が位置するＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所の操業及び乙の業務に

支障のない範囲において、支援を行うものとする。 

  

（支 援 方 式） 

第５条 支援は、甲の廃棄物処理業務を乙へ委託する契約を締結することによ

り行うものとする。 
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（費 用 負 担） 

第６条 支援の実施に要する費用は、甲乙間で協議の上、甲が負担するものと

する。 

 

（疑義の決定等） 

第７条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し生じた疑義は、法令に

従い甲乙間で協議の上、決定するものとする。 

 

（適 用） 

第８条 この協定は、締結の日から効力を生じるものとする。 

 

 

この協定締結の証として本書を２部作成し、甲乙双方記名押印の上、各自１

通を保有する。 

 

 

 

平成２３年 ４月２６日 

 

 

 



災害時における仮設トイレ等のし尿の収集運搬に関する協定書 

 

 千葉市 (以下「甲」という。) と千葉市清掃事業協同組合 (以下「乙」という。) は、「千

葉市地域防災計画」で扱う災害 (以下「災害」という。) が発生した場合において、仮設ト

イレ等から発生するし尿の収集運搬業務 (以下「協定業務という。) に関し、次のとおり協

定を締結する。 

 

  (目的) 

第１条 この協定は、災害発生時における仮設トイレ等のし尿の円滑な収集運搬を遂行す

るため、甲、乙間における協定業務に関する基本的事項を定め、もって災害に対し迅速

かつ的確に対応することを目的とする。 

  (協力の要請) 

第２条 甲は、市内において災害が発生した場合は、乙に対し、千葉市地域防災計画及び

千葉市震災廃棄物処理計画に基づく業務の実施について協力を要請するものとする。 

  (協力要請の手続) 

第３条 甲は、前条の規定により乙に協力を要請しようとするときは、次に掲げる事項を

書面 (様式第１号) により乙に通知するものとする。 

(１) 要請の内容 

(２) し尿の収集・運搬の場所 

(３) し尿の搬入先 

(４) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の規定に関わらず、甲は、緊急を要する場合には口頭により協力を要請すること

ができる。この場合において、甲は、緊急を要する事情が止んだときは、速やかに要請

した内容を記載した書面を乙に交付しなければならない。 

３ 第１項の場合において、甲は、乙の円滑な協力が得られるよう、乙に対し被災及び復

旧の状況等必要な情報を提供するものとする。 

(協定業務の実施) 

第４条 乙は、甲から前条の規定による要請があったときは、必要な人員、車両を調達し、

甲に報告するとともに、甲の指示に従い、当該業務を実施するものとする。 

２ 前項の場合において、乙は次に掲げる事項を順守するものとする。 

(１) 周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮すること。 

  (２) し尿以外の異物の混入防止に努めること。 

  (３) 甲又は第三者に損害を及ぼすことのないよう特段の注意を払うこと。 

  (実施の報告) 

第５条 乙は、前条第１項の規定による業務が完了したときは、次に掲げる事項を書面 (様

式第２号) により甲に報告するものとする。 

  (１) 協定業務に要した車両台数及び収集日 

   (２) 協定業務における避難所等ごとの収集基数及び収集量 
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  (３) 協定業務に従事した期間 

  (４) その他必要な事項 

  (事故の報告) 

第６条 乙は、協定業務に従事した者が死亡、負傷、疾病又は障害の状態となった場合は

速やかに甲に対し事故報告書 (様式第３号) により報告するものとする。 

  (災害補償) 

第７条 前条の規定により、協定業務に従事した者が、そのため死亡、負傷、疾病、又は

障害の状態となったときのその者又は、その者の遺族に対する災害補償については、乙

の加入する労働者災害補償保険法 (昭和２２年法律第５０号) の補償給付によるものと

する。 

  (費用の負担) 

第８条 甲の要請により乙が、協定業務を実施した場合に要する費用は、甲が負担するも

のとする。 

２ 前項に規定する費用の額、支払い方法については、速やかに甲、乙協議して定めるも

のとする。 

  (相互の連絡) 

第９条 甲及び乙は、協定業務の円滑な実施のため、それぞれの組織内に担当部署又は担

当者を定め、互いにその連絡先を通知するものとする。連絡先に変更があったときも、

また同様とする。 

  (有効期間) 

第 10条 本協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書により

協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

  (定めのない事項等の処理) 

第 11条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、甲、乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

 この協定の締結を証するため本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上各自１通を保 

有する。 

 

  平成２４年１月２０日 

 

              



災害時における仮設トイレの設置支援等に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と千葉市再資源化事業協同組合（以下「乙」という。）

は、千葉市地域防災計画で扱う災害（以下「災害」という。）が発生した場合において、

仮設トイレの設置の支援等に関し、以下のとおり協定を締結する。  

 

（協力の要請）  

第１条 甲は、市内で災害が発生し、仮設トイレを設置する必要があると認めるときは、

乙に対し、甲が保有する仮設トイレの運搬及び設置支援並びにトイレットペーパーの

提供を要請するものとする。 

 

（協力要請の手続き） 

第２条 甲は前条の規定により乙に要請しようとするときは、書面（様式第１号）によ

り通知するものとする。但し、緊急を要する場合には、口頭で要請し、後日速やかに

要請した内容を記載した書面を乙に交付するものとする。 

 

 （提供の実施）  

第３条  乙は、前条の要請を受けたときは、仮設トイレの運搬及び設置に協力すると

ともに、乙が製造し保有するトイレットペーパーを甲に無償提供するものとする。  

２ 前項に基づく、仮設トイレの運搬及び設置支援にかかる経費は乙が負担するものと

する。 

３ 第１項により提供するトイレットペーパーの数量は、乙のトイレットペーパーの在

庫量を勘案し、甲、乙協議の上、決定する。 

４ トイレットペーパーの引渡しは、原則として、甲が指定する場所とし、甲が派遣し

た職員が数量を確認のうえ、乙からトイレットペーパーの引渡しを受けるものとする。  

 

（有効期間）  

第４条 本協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書によ

り協定の終了を通知しない限り継続するものとする。  

（定めのない事項等の処理）  

第５条 本協定に定めのない事項又は本協定の実施に関し必要な事項については、甲、

乙協議のうえ決定するものとする。  

 

この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自

１通を保有する。  

 

平成２４年１月２０日  
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災害時における家庭系一般廃棄物の収集運搬の支援に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）、千葉市廃棄物リサイクル事業協同組合（以下「乙」とい

う。）及び千葉市再資源化事業協同組合（以下「丙」という。）は、「千葉市地域防災計画」

で扱う災害（以下「災害」という。）が発生した場合において、家庭系一般廃棄物の収集運

搬業務の支援（以下「協定業務」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、災害発生時における家庭系一般廃棄物の円滑な収集運搬を遂行する

ため、甲と乙又は丙間における協定業務に関する基本的事項を定め、もって災害に対し

迅速かつ的確に対応することを目的とする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、市内において災害が発生した場合は、乙又は丙に対し、千葉市地域防災計

画及び千葉市震災廃棄物処理計画に基づく業務の実施について協力を要請するものとす

る。 

（定義） 

第３条 この協定において「家庭系一般廃棄物」とは、一般世帯及び避難所から排出され

る一般廃棄物（がれきを含む）のうち、し尿等を除くものをいい、災害により倒壊及び、

焼失した建築物等構造物の解体撤去に伴って発生するものを除くものとする。 

 （協力要請の手続） 

第４条 甲は、第２条の規定により乙又は丙に協力を要請しようとするときは、次に掲げ

る事項を書面（様式第１号）により乙又は丙に通知するものとする。 

（１）要請の内容 

（２）家庭系一般廃棄物の収集・運搬の場所 

（３）家庭系一般廃棄物の搬入先 

（４）前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の規定に関わらず、甲は、緊急を要する場合には口頭により協力を要請すること

ができる。この場合において、甲は、緊急を要する事情が止んだときは、速やかに要請

した内容を記載した書面を乙又は丙に交付しなければならない。 

３ 第１項の場合において、甲は、乙又は丙の円滑な協力が得られるよう、乙又は丙に対

し被災及び復旧の状況等必要な情報を提供するものとする。 

（協定業務の実施） 

第５条 乙又は丙は、甲から前条の規定による要請があったときは、必要な人員、車両を

調達し、甲に報告するとともに、甲の指示に従い、当該業務を実施するものとする。 

２ 前項の場合において、乙又は丙は次に掲げる事項を順守するものとする。 

（１）周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮すること。 

（２）家庭系一般廃棄物以外の異物の混入防止に努めること。 

（３）甲又は第三者に損害を及ぼすことのないよう特段の注意を払うこと。 

 （実施の報告） 

第６条 乙又は丙は、前条第１項の規定による業務が完了したときは、次に掲げる事項を

書面（様式第２号）により甲に報告するものとする。 

2-11-62 



（１）協定業務に従事した人員、車両及び時間 

（２）協定業務における搬入先ごとの量 

（３）協定業務に従事した期間 

（４）その他必要な事項 

 （事故の報告） 

第７条 乙又は丙は、協定業務に従事した者が死亡、負傷、疾病又は障害の状態となった

場合は速やかに甲に対し事故報告書（様式第３号）により報告するものとする。 

 （災害補償） 

第８条 前条の規定により、協定業務に従事した者が、そのため死亡、負傷、疾病、又は

障害の状態となったときのその者又は、その者の遺族に対する災害補償については、乙

又は丙の加入する労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）の補償給付による

ものとする。 

（費用の負担） 

第９条 甲の要請により乙又は丙が、協定業務を実施した場合に要する費用は、甲が負担

するものとする。 

２ 前項に規定する費用の額、支払い方法については、甲と乙又は丙が協議して定めるも

のとする。 

（相互の連絡） 

第 10条 甲、乙及び丙は、協定業務の円滑な実施のため、それぞれの組織内に担当部署又

は担当者を定め、互いにその連絡先を通知するものとする。連絡先に変更があったとき

も、また同様とする。 

（有効期間） 

第 11条 本協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲、乙及び丙が文書に

より協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

 （定めのない事項等の処理） 

第 12 条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、甲、乙及び丙が協議の上、

決定するものとする。 

 

この協定の締結を証するため本協定書３通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上各自

１通を保有する。 

 

  平成２４年１月２０日 

          

 



災害時における家庭系一般廃棄物の収集運搬に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と          （以下「乙」という。）は、「千葉

市地域防災計画」で扱う災害（以下「災害」という。）が発生した場合において、家庭系一

般廃棄物の収集運搬業務（以下「協定業務」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、災害発生時における家庭系一般廃棄物の円滑な収集運搬を遂行する

ため、甲、乙間における協定業務に関する基本的事項を定め、もって災害に対し迅速か

つ的確に対応することを目的とする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、市内において災害が発生した場合は、乙に対し、千葉市地域防災計画及び

千葉市震災廃棄物処理計画に基づく業務の実施について協力を要請するものとする。 

（定義） 

第３条 この協定において「家庭系一般廃棄物」とは、一般世帯及び避難所から排出され

る一般廃棄物（がれきを含む）のうち、し尿等を除くものをいい、災害により倒壊及び、

焼失した建築物等構造物の解体撤去に伴って発生するものを除くものとする。 

 （協力要請の手続） 

第４条 甲は、第２条の規定により乙に協力を要請しようとするときは、次に掲げる事項

を書面（様式第１号）により乙に通知するものとする。 

（１）要請の内容 

（２）家庭系一般廃棄物の収集・運搬の場所 

（３）家庭系一般廃棄物の搬入先 

（４）前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の規定に関わらず、甲は、緊急を要する場合には口頭により協力を要請すること

ができる。この場合において、甲は、緊急を要する事情が止んだときは、速やかに要請

した内容を記載した書面を乙に交付しなければならない。 

３ 第１項の場合において、甲は、乙の円滑な協力が得られるよう、乙に対し被災及び復

旧の状況等必要な情報を提供するものとする。 

（協定業務の実施） 

第５条 乙は、甲から前条の規定による要請があったときは、必要な人員、車両を調達し、

甲に報告するとともに、甲の指示に従い、当該業務を実施するものとする。 

２ 前項の場合において、乙は次に掲げる事項を順守するものとする。 

（１）周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮すること。 

（２）家庭系一般廃棄物以外の異物の混入防止に努めること。 

（３）甲又は第三者に損害を及ぼすことのないよう特段の注意を払うこと。 

 （実施の報告） 

第６条 乙は、前条第１項の規定による業務が完了したときは、次に掲げる事項を書面（様

式第２号）により甲に報告するものとする。 

（１）協定業務に従事した人員、車両及び時間 

（２）協定業務における搬入先ごとの量 

（３）協定業務に従事した期間 



（４）その他必要な事項 

 （事故の報告） 

第７条 乙は、協定業務に従事した者が死亡、負傷、疾病又は障害の状態となった場合は

速やかに甲に対し事故報告書（様式第３号）により報告するものとする。 

 （災害補償） 

第８条 前条の規定により、協定業務に従事した者が、そのため死亡、負傷、疾病、又は

障害の状態となったときのその者又は、その者の遺族に対する災害補償については、乙

の加入する労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）の補償給付によるものと

する。 

（費用の負担） 

第９条 当該年度に締結している一般廃棄物収集運搬業務委託契約（以下「契約」という。） 

 に基づく、人員、収集時間、車両台数を超えない範囲での協定業務の実施については無

償とする。ただし、協定業務の遂行に関し、特殊機材等の調達等契約の範囲外で要した

費用の負担については、甲、乙協議の上決定するものとする。 

（相互の連絡） 

第 10条 甲及び乙は、協定業務の円滑な実施のため、それぞれの組織内に担当部署又は担

当者を定め、互いにその連絡先を通知するものとする。連絡先に変更があったときも、

また同様とする。 

（有効期間） 

第 11条 本協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書により

協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

 （定めのない事項等の処理） 

第 12条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、甲、乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

この協定の締結を証するため本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上各自１通を保

有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

締結年月日 締結先一覧 

Ｈ２４．１．２０ 

光クリーンサービス（株） 

千葉塵芥清掃（有） 

（有）大野興業 

（有）千種運送店 

（株）中村総業 

（有）丸十トラック運送店 

千葉臨海清掃（有） 

（有）京葉ダスト 

（有）翼商事 

（有）三幸清掃 

（有）三共商事 

（有）奥山商店 

（有）金井商店 

（株）共進 

（株）アキ商事 

（有）山王商会 

（有）中野 

（有）三浦産業 

（有）山下商店 

（有）五運 

佑信鋼業（株） 

（有）巴山商会 

（有）中央商事 

丸徳環境（株） 

Ｈ２４．８．１ 市原清掃事業（株） 

Ｈ２６．３．４ (株)サン・クリーンサービス 

 

 



 

災害時における家庭系一般廃棄物の収集運搬に関する協定書 

 

千 葉 市 （ 以下 「 甲」 と い う 。）と 千 葉市 一 般 廃 棄物 収 集運 搬 協 同 組合          

（以下「乙」という。）は、「千葉市地域防災計画」で扱う災害（以下「災害」という。）が

発生した場合において、家庭系一般廃棄物の収集運搬業務（以下「協定業務」という。）に

関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、災害発生時における家庭系一般廃棄物の円滑な収集運搬を遂行する

ため、甲、乙間における協定業務に関する基本的事項を定め、もって災害に対し迅速か

つ的確に対応することを目的とする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、市内において災害が発生した場合は、乙に対し、千葉市地域防災計画及び

千葉市震災廃棄物処理計画に基づく業務の実施について協力を要請するものとする。 

（定義） 

第３条 この協定において「家庭系一般廃棄物」とは、一般世帯及び避難所から排出され

る一般廃棄物（がれきを含む）のうち、し尿等を除くものをいい、災害により倒壊及び、

焼失した建築物等構造物の解体撤去に伴って発生するものを除くものとする。 

 （協力要請の手続） 

第４条 甲は、第２条の規定により乙に協力を要請しようとするときは、次に掲げる事項

を書面（様式第１号）により乙に通知するものとする。 

（１）要請の内容 

（２）家庭系一般廃棄物の収集・運搬の場所 

（３）家庭系一般廃棄物の搬入先 

（４）前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の規定に関わらず、甲は、緊急を要する場合には口頭により協力を要請すること

ができる。この場合において、甲は、緊急を要する事情が止んだときは、速やかに要請

した内容を記載した書面を乙に交付しなければならない。 

３ 第１項の場合において、甲は、乙の円滑な協力が得られるよう、乙に対し被災及び復

旧の状況等必要な情報を提供するものとする。 

（協定業務の実施） 

第５条 乙は、甲から前条の規定による要請があったときは、必要な人員、車両を調達し、

甲に報告するとともに、甲の指示に従い、当該業務を実施するものとする。 

２ 前項の場合において、乙は次に掲げる事項を順守するものとする。 

（１）周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮すること。 

（２）家庭系一般廃棄物以外の異物の混入防止に努めること。 

（３）甲又は第三者に損害を及ぼすことのないよう特段の注意を払うこと。 

 （実施の報告） 

第６条 乙は、前条第１項の規定による業務が完了したときは、次に掲げる事項を書面（様

式第２号）により甲に報告するものとする。 

（１）協定業務に従事した人員、車両及び時間 

（２）協定業務における搬入先ごとの量 
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（３）協定業務に従事した期間 

（４）その他必要な事項 

 （事故の報告） 

第７条 乙は、協定業務に従事した者が死亡、負傷、疾病又は障害の状態となった場合は

速やかに甲に対し事故報告書（様式第３号）により報告するものとする。 

 （災害補償） 

第８条 前条の規定により、協定業務に従事した者が、そのため死亡、負傷、疾病、又は

障害の状態となったときのその者又は、その者の遺族に対する災害補償については、乙

の加入する労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）の補償給付によるものと

する。 

（費用の負担） 

第９条 当該年度に締結している一般廃棄物収集運搬業務委託契約（以下「契約」という。） 

 に基づく、人員、収集時間、車両台数を超えない範囲での協定業務の実施については無

償とする。ただし、協定業務の遂行に関し、特殊機材等の調達等契約の範囲外で要した

費用の負担については、甲、乙協議の上決定するものとする。 

（相互の連絡） 

第 10条 甲及び乙は、協定業務の円滑な実施のため、それぞれの組織内に担当部署又は担

当者を定め、互いにその連絡先を通知するものとする。連絡先に変更があったときも、

また同様とする。 

（有効期間） 

第 11条 本協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書により

協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

 （定めのない事項等の処理） 

第 12条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、甲、乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

この協定の締結を証するため本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上各自１通を保

有する。 

 

  平成３１年２月２１日 

       甲  千葉市中央区千葉港１番１号 

                           千葉市 

  千葉市長  熊 谷  俊 人 

 

 

                乙  千葉市中央区千葉港 7番 1号 

                   千葉市一般廃棄物収集運搬協同組合 

                   代表理事  丸 山  佳 希 

 

 

 

 



 

組合員 千葉市花見川区三角町６１０番地の１ 

    光クリーンサービス株式会社 

    代表取締役      丸山 佳希 

 

 

組合員 千葉市中央区椿森３丁目２番５号 

    千葉塵芥清掃有限会社 

    代表取締役      石橋 英彦 

 

 

組合員 千葉市緑区古市場町３３２番地 

    有限会社大野興業 

    代表取締役      大野 春美 

 

 

組合員 千葉市花見川区千種町１８５番地の１ 

    有限会社千種運送店 

    代表取締役      三角 章 

 

 

組合員 千葉市若葉区和泉町１８０番地の１ 

    株式会社中村総業 

    代表取締役      中村  正男 

 

 

組合員 千葉市美浜区新港２１６番地 

    有限会社丸十トラック運送店 

    代表取締役      鈴木 起世子 

 

 

組合員 千葉市美浜区真砂５丁目４番１９号 

    千葉臨海清掃有限会社 

    代表取締役      中村 統一 

 

 

組合員 千葉市稲毛区園生町３９２番地 

    有限会社京葉ダスト 

    代表取締役      高橋 良一 

 

 

 

 



 

組合員 千葉市花見川区幕張町１丁目７７８０番地 

    有限会社翼商事 

    代表取締役      大岩 忠雄 

 

 

組合員 千葉市花見川区幕張町５丁目４１７番地の２８ 

    有限会社三幸清掃 

    代表取締役      林田 利子 

 

 

組合員 千葉市花見川区幕張町１丁目４０７０番地 

    有限会社三共商事 

    代表取締役      大岩 孝 

 

 

組合員 千葉市花見川区長作町２４９９番２ 

    株式会社共進 

    代表取締役      組田 幸一郎 

 

 

組合員 千葉市中央区生実町８８７－１ 

    有限会社中央商事 

    代表取締役      伊藤 久子 

 

 

組合員 千葉市稲毛区宮野木町４４１番地の１２ 

    丸徳環境株式会社 

    代表取締役      徳山 智美 

 

 

 



災害時における応急対策の協力に関する協定 

 

千葉市（以下「甲」という。）と 株式会社タケエイ（以下「乙」という。）とは、次の

とおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、千葉市域で地震、風水害等による大規模災害が発生し、又は発生が

予想される場合の応急対策の実施について必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、応急対策を実施する必要があると認めるときは、乙に対し協力を要請する

ものとする。 

２ 前項の規定による要請（以下「協力要請」という。）は、「応急対策協力要請書」によ

り行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、事後速やかに書面を

提出するものとする。 

３ 乙は、協力要請を受けたときは、応急対策に必要な人員、資機材等を出動させ、甲の

指示に従い応急対策を実施するものとする。 

 

（応急対策の内容） 

第３条 協力要請する応急対策は、次に掲げる業務とする。 

（１）災害により発生した廃棄物の一時保管等処理に関する業務 

（２）その他、甲が必要と認める業務 

 

（協力体制の整備） 

第４条 乙は、協力要請を受けた場合において、速やかに応急対策を実施できるよう、常

に出動体制及び被害状況に応じた資機材の供給体制について、整備するものとする。 

 

（報告） 

第５条 乙は、協力要請に基づく応急対策を完了したときは、遅滞なく甲に報告するもの

とする。 

 

（費用負担） 

第６条 支援の実施に要する費用は、甲乙間で協議の上、決定するものとする。 

 

 

 

 

 

（損害補償） 

第７条 第３条の規定による業務により生じた損害の負担は、甲、乙協議して定めるもの

とする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和３年３月３１日までとする。ただ

し、この期間満了の１か月前までに、甲、乙、いずれからも協定解除の申し出がないと

きは、さらに 1年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

 

（協議事項） 

第９条 この協定に定めがない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議して定め

るものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙双方署名の上、各自その

１通を保有するものとする。 

 

 

令和 ２年 ８月 ２０日 

 

2-11-65



 

災害時における災害廃棄物の戸別収集受付に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と日本電気株式会社千葉支社（以下「乙」という。）は、「千

葉市地域防災計画」で扱う災害（以下「災害」という。）が発生した場合において、災害廃

棄物の戸別収集に関する受付業務（以下「協定業務」という。）に関し、次のとおり協定を

締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、災害発生時における災害廃棄物の戸別収集に関する円滑な受付を遂

行するため、甲、乙間における協定業務に関する基本的事項を定め、もって災害に対し

迅速かつ的確に対応することを目的とする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、市内において災害が発生した場合は、乙に対し、千葉市地域防災計画及び

千葉市災害廃棄物処理計画に基づく協定業務の実施について協力を要請するものとする。 

（定義） 

第３条 この協定において「災害廃棄物」とは、千葉市災害廃棄物処理計画における災害

廃棄物のうち、損壊家屋の撤去に伴い排出されるものを除くものとする。 

 （協力要請の手続） 

第４条 甲は、第２条の規定により乙に協力を要請しようとするときは、次に掲げる事項

を書面により乙に通知するものとする。 

（１） 要請の内容 

（２） 災害廃棄物の収集受付期間 

（３） 災害廃棄物の収集品目 

（４） 受付を行う災害廃棄物の収集運搬を実施する環境事業所または収集運搬事業者等 

（５） 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の規定に関わらず、甲は、緊急を要する場合には口頭により協力を要請すること

ができる。この場合において、甲は、緊急を要する事情が止んだときは、速やかに要請

した内容を記載した書面を乙に交付しなければならない。 

３ 第１項の場合において、甲は、乙の円滑な協力が得られるよう、乙に対し被災及び復

旧の状況等必要な情報を提供するものとする。 

（協定業務の実施） 

第５条 乙は、甲から前条の規定による要請があったときは、必要な体制を構築し、甲に

報告するとともに、甲の指示に従い、次の業務を実施するものとする。 

（１） 災害廃棄物に関する収集申込み・変更・キャンセルの受付 

（２） 災害廃棄物に関する収集日の伝達 

（３） 収集受付を行った家庭系災害廃棄物の収集運搬依頼 

（４） 受付を行った災害廃棄物に関する統計 

（５） 前各号に伴う必要な業務 

 （実施の報告） 

第６条 乙は、前条第１項の規定による業務が完了したときは、次に掲げる事項を書面に

より甲に報告するものとする。 

（１）協定業務に従事した人員及び時間 
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（２）協定業務に従事した期間 

（３）協定業務により処理した受付状況の記録 

（４）その他必要な事項 

（費用の負担） 

第７条 当該年度に締結している粗大ごみ受付センター運営業務委託契約（以下「契約」

という。）に基づく人員・設備等を超えない範囲での協定業務の実施については無償とす

る。ただし、協定業務の遂行に関し、契約の範囲外で要した費用の負担については、甲、

乙協議の上決定するものとする。 

（相互の連絡） 

第８条 甲及び乙は、協定業務の円滑な実施のため、それぞれの組織内に担当部署又は担

当者を定め、互いにその連絡先を通知するものとする。連絡先に変更があったときも、

また同様とする。 

（有効期間） 

第９条 本協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、千葉市粗大ごみ受付セ

ンター運営業務の委託契約期間に限り継続するものとする。 

 （定めのない事項等の処理） 

第 10条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、甲、乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

この協定の締結を証するため本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上各自１通を保

有する。 

 

  令和２年９月１日 

       甲  千葉市中央区千葉港１番１号 

                           千葉市 

  千葉市長  熊 谷  俊 人 

 

 

                乙  千葉市美浜区中瀬２丁目６番地１ 

                   日本電気株式会社千葉支社 

                   支社長     米 本  期 子 

 

 















 

 

災 害 情報 の 放 送 に 関 する 協 定 書 

 

 

千葉市（以下「甲」という。）と千葉テレビ放送株式会社（以下「乙」という。）は、千

葉市内において災害が発生した場合又はその発生が予想される場合に行う災害に係る情報

（以下「災害情報」という。）の放送に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、甲の要請に基づき、乙が甲から提供された災害情報の放送を行うこと 

により、災害による被害を軽減するとともに市民の不安の解消を図り、もって市民生活 

の安全確保に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「災害」とは、千葉市地域防災計画が扱う対象とする地震、津

波、風水害又は大規模事故災害等をいう。 

 

（放送の要請） 

第３条 甲は、第１条の目的達成のため、災害情報に関する放送（以下「放送」という。）

を行う必要があると認めたときは、乙に対し、放送を行うことを求めることができる。 

２ 前項の規定により放送の要請の対象となる災害情報は、次に掲げるとおりとする。 

（１）災害時等における避難勧告及び避難指示に関する事項 

（２）被害及び復旧状況 

（３）避難所及び救護所等の開設状況 

（４）学校及び保育所の児童等の保護状況 

（５）帰宅困難者への対応に関する事項 

（６）水、物資等の支給に関する事項 

（７）その他甲の災害対策本部長である市長が特に必要と認める災害情報 

 

（要請の手続） 

第４条 甲は、前条第１項の規定により放送の要請を行う場合は、乙に対し、次に掲げる

事項を記載した甲が別に定める災害情報放送要請書（以下「要請書」という。）をイン

ターネット等により送信するものとする。ただし、緊急を要する場合は、甲は乙に対し、

口頭により放送の要請を行うことができるものとする。この場合においては、要請後に

遅滞なく要請書を送信するものとする。 

（１）放送の要請の理由 

（２）放送をする事項 

（３）放送の希望日時 

（４）その他甲が必要と認める事項 
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（放送の実施） 

第５条 乙は、甲から前条の規定による放送の要請を受けた場合は、直ちに当該要請に係

る放送の形式、内容、時刻等を決定し、放送に努めるものとする。 

２ 乙は、前項の規定による放送を原則として無償で行うものとする。 

 

（運用確認書） 

第６条 甲及び乙は、放送の要請を円滑に行うとともに放送を迅速かつ的確に行うため、 

 相互の連絡責任者、連絡先、通信方法等を記載した「災害情報の放送に関する協定」の 

 運用確認書（以下「確認書」という。）を毎年４月に甲乙協議の上、作成するものとする。 

２ 確認書の記載内容に変更が生じた場合は、速やかに相手方に通知するとともに、必要

に応じて協議し、確認書を更新するものとする。 

 

（通信途絶等の場合の措置） 

第７条 乙は、確認書で定めた通信方法による甲との通信が途絶し、又は著しく困難とな

った場合は、甲との連絡手段の確保及び災害情報の収集に努めるものとする。 

２ 乙は、前項の規定による放送を行うため、甲に災害情報の提供を求めることができる

ものとし、甲は、可能な限りこれに協力するものとする。 

 

（放送要請訓練の実施） 

第８条 甲及び乙は、確認書で定めた通信方法のテストを含む放送要請訓練を、毎年度１

回以上、連携して実施するものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定は、その締結の日から効力を生ずるものとし、甲又は乙が相手方に対し

文書により協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

 

 （前協定の廃止） 

第１０条 甲と乙が平成８年１月２５日付けで締結した「災害時における放送要請に関す

る協定」は、廃止する。 

 

（疑義の決定等） 

第１１条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、甲乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名押印の上各自１通を保

有する。 

 

  平成２４年４月１日 
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災 害 情報 の 放 送 に 関 する 協 定 書 

 

 

千葉市（以下「甲」という。）と株式会社ジェイコム千葉セントラル（以下「乙」という。）

は、千葉市内において災害が発生した場合又はその発生が予想される場合に行う災害に係

る情報（以下「災害情報」という。）の放送に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、甲の要請に基づき、乙が甲から提供された災害情報の放送を行うこと 

により、災害による被害を軽減するとともに市民の不安の解消を図り、もって市民生活 

の安全確保に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「災害」とは、千葉市地域防災計画が扱う対象とする地震、津

波、風水害又は大規模事故災害等をいう。 

 

（放送の要請） 

第３条 甲は、第１条の目的達成のため、災害情報に関する放送（以下「放送」という。）

を行う必要があると認めたときは、乙に対し、放送を行うことを求めることができる。 

２ 前項の規定により放送の要請の対象となる災害情報は、次に掲げるとおりとする。 

（１）災害時等における避難勧告及び避難指示に関する事項 

（２）被害及び復旧状況 

（３）避難所及び救護所等の開設状況 

（４）学校及び保育所の児童等の保護状況 

（５）帰宅困難者への対応に関する事項 

（６）水、物資等の支給に関する事項 

（７）その他甲の災害対策本部長である市長が特に必要と認める災害情報 

 

（要請の手続） 

第４条 甲は、前条第１項の規定により放送の要請を行う場合は、乙に対し、次に掲げる

事項を記載した甲が別に定める災害情報放送要請書（以下「要請書」という。）をイン

ターネット等により送信するものとする。ただし、緊急を要する場合は、甲は乙に対し、

口頭により放送の要請を行うことができるものとする。この場合においては、要請後に

遅滞なく要請書を送信するものとする。 

（１）放送の要請の理由 

（２）放送をする事項 
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（３）放送の希望日時 

（４）その他甲が必要と認める事項 

 

（放送の実施） 

第５条 乙は、甲から前条の規定による放送の要請を受けた場合は、直ちに当該要請に係

る放送の形式、内容、時刻等を決定し、放送に努めるものとする。 

２ 乙は、前項の規定による放送を原則として無償で行うものとする。 

 

（運用確認書） 

第６条 甲及び乙は、放送の要請を円滑に行うとともに放送を迅速かつ的確に行うため、 

 相互の連絡責任者、連絡先、通信方法等を記載した「災害情報の放送に関する協定」の 

 運用確認書（以下「確認書」という。）を毎年４月に甲乙協議の上、作成するものとする。 

２ 確認書の記載内容に変更が生じた場合は、速やかに相手方に通知するとともに、必要

に応じて協議し、確認書を更新するものとする。 

 

（通信途絶等の場合の措置） 

第７条 乙は、確認書で定めた通信方法による甲との通信が途絶し、又は著しく困難とな

った場合は、甲との連絡手段の確保及び災害情報の収集に努めるものとする。 

２ 乙は、前項の規定による放送を行うため、甲に災害情報の提供を求めることができる

ものとし、甲は、可能な限りこれに協力するものとする。 

 

（放送要請訓練の実施） 

第８条 甲及び乙は、確認書で定めた通信方法のテストを含む放送要請訓練を、毎年度１

回以上、連携して実施するものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定は、その締結の日から効力を生ずるものとし、甲又は乙が相手方に対し

文書により協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

 

 （前協定の廃止） 

第１０条 甲と乙が平成２４年４月１日付けで締結した「災害時における放送要請に関す

る協定」は、廃止する。 

 

（疑義の決定等） 

第１１条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、甲乙協議の上、決定する

ものとする。 
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この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名押印の上各自１通を保

有する。 

 

  平成２８年１０月３日 

 

 

甲 千葉市中央区千葉港１番１号 

                    千 葉 市 

                    千 葉 市 長  熊 谷 俊 人 

 

 

乙 千葉市中央区問屋町１番３５号 

                    株式会社ジェイコム千葉セントラル 

                    代表取締役社長 荒 木 節 夫 



災 害 情報 の 放 送 に 関 する 協 定 書 

 

 

千葉市（以下「甲」という。）と株式会社ベイエフエム（以下「乙」という。）は、千葉

市内において災害が発生した場合又はその発生が予想される場合に行う災害に係る情報

（以下「災害情報」という。）の放送に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、甲の要請に基づき、乙が甲から提供された災害情報の放送を行うこと 

により、災害による被害を軽減するとともに市民の不安の解消を図り、もって市民生活 

の安全確保に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「災害」とは、千葉市地域防災計画が扱う対象とする地震、津

波、風水害又は大規模事故災害等をいう。 

 

（放送の要請） 

第３条 甲は、第１条の目的達成のため、災害情報に関する放送（以下「放送」という。）

を行う必要があると認めたときは、乙に対し、放送を行うことを求めることができる。 

２ 前項の規定により放送の要請の対象となる災害情報は、次に掲げるとおりとする。 

（１）災害時等における避難勧告及び避難指示に関する事項 

（２）被害及び復旧状況 

（３）避難所及び救護所等の開設状況 

（４）学校及び保育所の児童等の保護状況 

（５）帰宅困難者への対応に関する事項 

（６）水、物資等の支給に関する事項 

（７）その他甲の災害対策本部長である市長が特に必要と認める災害情報 

 

（要請の手続） 

第４条 甲は、前条第１項の規定により放送の要請を行う場合は、乙に対し、次に掲げる

事項を記載した甲が別に定める災害情報放送要請書（以下「要請書」という。）をイン

ターネット等により送信するものとする。ただし、緊急を要する場合は、甲は乙に対し、

口頭により放送の要請を行うことができるものとする。この場合においては、要請後に

遅滞なく要請書を送信するものとする。 

（１）放送の要請の理由 

（２）放送をする事項 

（３）放送の希望日時 

（４）その他甲が必要と認める事項 
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（放送の実施） 

第５条 乙は、甲から前条の規定による放送の要請を受けた場合は、直ちに当該要請に係

る放送の形式、内容、時刻等を決定し、放送に努めるものとする。 

２ 乙は、前項の規定による放送を原則として無償で行うものとする。 

 

（運用確認書） 

第６条 甲及び乙は、放送の要請を円滑に行うとともに放送を迅速かつ的確に行うため、 

 相互の連絡責任者、連絡先、通信方法等を記載した「災害情報の放送に関する協定」の 

 運用確認書（以下「確認書」という。）を毎年４月に甲乙協議の上、作成するものとする。 

２ 確認書の記載内容に変更が生じた場合は、速やかに相手方に通知するとともに、必要

に応じて協議し、確認書を更新するものとする。 

 

（通信途絶等の場合の措置） 

第７条 乙は、確認書で定めた通信方法による甲との通信が途絶し、又は著しく困難とな

った場合は、甲との連絡手段の確保及び災害情報の収集に努めるものとする。 

２ 乙は、前項の規定による放送を行うため、甲に災害情報の提供を求めることができる

ものとし、甲は、可能な限りこれに協力するものとする。 

 

（放送要請訓練の実施） 

第８条 甲及び乙は、確認書で定めた通信方法のテストを含む放送要請訓練を、毎年度１

回以上、連携して実施するものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定は、その締結の日から効力を生ずるものとし、甲又は乙が相手方に対し

文書により協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

 

 （前協定の廃止） 

第１０条 甲と乙が平成８年１月１０日付けで締結した「災害時における放送要請に関す

る協定」は、廃止する。 

 

（疑義の決定等） 

第１１条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、甲乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名押印の上各自１通を保

有する。 

 

  平成２４年４月１日 

 



J－anpi 協力協定 

 

千葉市（以下「甲」といいます）とエヌ・ティ・ティレゾナント株式会社（以下「乙」といいま

す）とは、乙が運営する「J-anpi」に関し、以下の通り合意したので、本協定を締結します。 

 

（本協定の目的） 

第１条 「東日本大震災」では、各種安否情報が散在して参照されにくい状況となった他、災害

発生時の安否情報の確認サイト立ち上げの迅速性や確実性、安定性に関する課題が認識されま

した。この社会的課題に対し、複数の安否情報を一括で確認でき、災害発生時にも迅速・確実

かつ安定的に提供される仕組み（安否情報ポータルサイト）の実現が不可欠です。 

本協定は、甲および乙が、大規模な災害に備え、災害時の一般市民の利便性向上のために、

「J-anpi」を活用し、互いに協力して様々な取組みを行うことを目的とします。 

 

（定義） 

第２条 本協定における用語を以下の通り定義します。 

（１）「J-anpi」：「安否情報」の検索・閲覧を可能とする、乙が提供主体として運営するポータル

サイト 

（２）「安否情報」：避難者等の情報 

（３）「甲サイト」：甲の自社ページおよび甲が主体として提供する Webサービス上のページ 

（４）「甲商標」：甲の商号およびサービスマーク 

（５）「乙検索窓」：J-anpi上の安否情報を検索するための検索窓。なお、甲検索窓を用いて検索

がなされた場合は、J-anpi上の検索結果に遷移するものとします。 

（６）「乙ソース」：乙検索窓を設置するために必要な htmlソース 

（７）「J-anpi素材」：J-anpiの商号、サービスマーク、ならびに J-anpiに関する紹介テキスト

及びコンテンツ 

 

（本協定における取組み内容） 

第３条 本協定における取組みの内容は次の通りとします。 

（１） 甲は、乙から提供される乙ソースを甲サイト上に埋め込むことにより、別途甲乙協議のう

え定める位置に乙検索窓を設置することができるものとします。 

（２） 甲は、甲サイト上の別途甲乙協議のうえ定める位置に乙から提供される J-anpi 素材を掲

載し、災害発生時に甲サイトの利用者その他甲の顧客に対して、J-anpi を告知すること

ができるものとします。 

（３） 乙は、J-anpi運営の協力者として、甲から提供される甲商標を J-anpi上の乙の裁量によ

り決定する場所に掲載し、別途甲が指定する甲サイトへのリンクを設置するものとします。

なお、甲商標の表示サイズは乙の裁量により決定できるものとし、乙は、甲商標を第三者

のコンテンツと同画面に表示させることができるものとします。 

（４） 甲が J-anpi上に、甲が収集した安否情報の掲載を求める場合は、別途乙が定める「J-anpi

情報提供者利用規約」に同意することにより、同規約に従い安否情報を乙に提供するもの

とします。 

（５） 乙は、前号に従い甲から安否情報が提供された場合の J-anpiでの安否情報の掲載につい

て「J-anpi情報提供者利用規約」に従うものとします。 

 

２．甲および乙は、第１項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先および

その担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合には速やかに相手方に連

絡するものとします。 

３．甲および乙は、第１項各号に関する事項および同項に記載がない事項についても適宜協議の

うえ、決定した取組みを随時実施するものとします。 

４．甲および乙は、事由の如何を問わず、甲サイトまたは J-anpiの提供を中断できるものとしま
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す。この場合、別に定めがある場合を除き、相手方に対して何ら責任を負わないものとします。 

 

（知的財産権等） 

第４条 甲サイトおよび甲商標に係る著作権その他一切の知的財産権は、甲または各権利者に帰

属します。甲は、甲サイトを運営する正当な権利および前条の定めに従い甲商標を乙に提供す

る正当な権利を有していることを保証するものとします。 

２．乙は、J-anpi を運営する正当な権利および前条の定めに従い甲に乙ソースおよび J-anpi 素

材を提供する正当な権利を有していることを保証するものとします。 

３．甲は、前条第 1項（３）に定める目的のため、甲商標の複製権、自動公衆送信権、J-anpiサ

イトの画面構成に合わせて縦横比率を変更しない範囲でリサイズする権利、ならびにこれらの

権利を J-anpiの運営に係る乙の委託先等に再許諾する権利を乙に許諾するものとします。また、

甲は、乙ソースについて、第三者に提供したり、前条第 1項（１）に定める目的以外で利用し

てはならないものとします。 

４．乙は、前条第 1項（２）に定める目的のため、J-anpi素材の複製権、自動公衆送信権、甲サ

イトの画面構成に合わせて縦横比率を変更しない範囲でリサイズできる権利、ならびにこれら

の権利を甲サイトの運営に係る甲の委託先等に再許諾する権利を許諾するものとします。 

 

（費用） 

第５条 第３条に基づく甲および乙の対応は別段の合意がない限り、それぞれの対応にかかる旅

費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとし、甲乙間で金銭の授受は行わないも

のとします。 

   

（本協定の公表） 

第６条 本協定締結の事実および本協定の内容を公表する場合、甲および乙は、事前にその時期、

方法および内容について、適宜協議のうえ決定するものとします。 

 

（秘密保持） 

第７条 甲および乙は、相手方の事前の書面による承諾なく、本協定に関して相手方から口頭ま

たは書面を問わず開示されたアイディア、ノウハウ、データ等の技術上、営業上および業務上

の一切の情報のうち、相手方が秘密である旨明示して開示した情報（以下「秘密情報」といい

ます）を本協定履行の目的以外に使用せず、第三者に開示、漏洩してはならないものとします。 

２．前項の規定に拘わらず、次の各号の一に該当する情報は、秘密情報には含まれないものとし

ます。 

（１）相手方からの開示または提供の時点で既に公知であるか、提供後に公知となった場合 

（２）相手方からの開示または提供の時点で既に自己が保有していた場合 

（３）第三者から守秘義務を負うことなく適法に入手した場合 

（４）自己が独自に開発した場合 

３．甲および乙は､自己の役職員または委託先等に秘密情報等を使用させる場合、当該役職員また

は委託先等に本契約と同様の守秘義務を課すとともに、当該役職員または委託先等が守秘義務

に違反することのないように、必要な措置を講じなければならないものとします。 

 

（本協定の期間） 

第８条 本協定の有効期間は、本協定締結日から１年間とし、期間満了前までに甲および乙いず

れかからの書面による通知がない限り、さらに 1年間自動的に更新されるものとし、以後も同

様とします。 

 

（保証の表明） 

第９条 甲及び乙は、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、将来にわたって次の各号

のいずれにも該当しないことを確約するものとします。 

（１） 自ら又は自らの職員が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平



成３年法律第７７号）第２条第２号）、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号）、暴力団員でなくなった時から５年

間を経過しない者、もしくはこれらに準ずる者、又は暴力団もしくは暴力団員と密接な

関係を有する者（以下、これらを個別に又は総称して「暴力団員等」という。）であるこ

と 

（２） 自らの行う事業が、暴力団員等の支配を受けていると認められること 

（３） 自らの行う事業に関し、暴力団員等の威力を利用し、財産上の不当な利益を図る目的で

暴力団員等を利用し、又は、暴力団員等の威力を利用する目的で暴力団員等を従事させ

ていると認められること 

（４） 自らが暴力団員等に対して資金を提供し、便宜を供与し、又は不当に優先的に扱うなど

の関与をしていると認められること 

（５） 本契約の履行が、暴力団員等の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するものであるこ

と 

２．甲及び乙は、相手方が次の各号の一に該当するときは、何らの通知、催告を要せず即時に本

協定を解除することができるものとします。 

（１） 前項に違反したとき 

（２） 自ら又は第三者をして次に掲げる行為をしたとき 

① 相手方に対する暴力的な要求行為 

② 相手方に対する法的な責任を超えた不当な要求行為 

③ 相手方に対する脅迫的言辞又は暴力的行為 

④ 風説を流布し、又は偽計もしくは威力を用いて、相手方の信用を毀損し、又は相手方

の業務を妨害する行為 

⑤ その他前各号に準ずる行為 

３．甲および乙は、第３条に定める自己の対応に係る委託先等またはその役員が暴力団員等であ

ることが判明したとき、当該委託先等との契約の履行が暴力団員等の活動を助長し、もしくは

暴力団の運営に資することが判明したとき、または当該委託先等が自らまたは第三者をして前

項第２号に掲げる行為をしたときは、速やかに当該委託先等との契約の解除その他の必要な措

置を取らなければならないものとします。 

４．甲および乙は、相手方が前項に違反したときは、何らの通知、催告を要せず即時に本協定を

解除することができるものとします。 

５．甲および乙は、第２項または前項の規定により本協定を解除した場合、相手方に損害が生じ

ても、これを賠償する責を負わないものとします。 

 

（協議） 

第１０条 本協定で定めのない事項及び解釈について疑義が生じた事項については、必要に応じ

て協議のうえ、これを定めるものとします。 

 

（全般） 

第１１条 本協定から生じるまたは関連する一切の訴訟もしくは訴訟手続については、東京地方

裁判所を第１審の専属管轄裁判所とします。 

２．本契約は、日本法に準拠し、同法に従って解釈されるものとします。 

３．甲または乙による相手方の本協定への違反に対する権利の放棄（明示、黙示を問いません）

は、その後の相手方の本協定への違反に対する権利の放棄を意味するものではありません。 

 

以上、本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙各々記名捺印のうえ、各１通を保有する

ものとします。 

 

 

 

 



平成２５年４月１日 

 

 

甲 ：千葉県千葉市中央区千葉港 1番 1号 

   千葉市 

   千葉市長 熊谷 俊人   

 

 

乙 ：東京都港区芝浦三丁目４番１号 

エヌ・ティ・ティレゾナント株式会社  

代表取締役社長 若井 昌宏 



行政告知放送の再送信に関する協定書 

 

 千葉市（以下「甲」という）と、株式会社ジェイコム千葉セントラル（以下

「乙」という）とは、甲が防災行政無線により市民向けに実施している行政告

知放送を乙の設備を利用し再送信を行うことに関して合意したので本協定書を

締結する。 

 

第１条（再送信の同意） 

1. 甲及び乙は、防災行政無線により市民向けに実施している行政告知放送

を乙の設備を利用し、乙の緊急地震速報サービスに加入している者に貸

与している専用端末を通して、再送信を行うことに同意する。 

  2. 乙は、甲が提供する行政告知放送の内容について、変更を加えないもの

とする。 

 

第２条（有効期間） 

本協定書の有効期間は、平成２８年１０月１７日から平成３０年３月

３１日までとする。ただし、甲・乙双方から期間満了１ヶ月前までに

書面による申し出がない場合は、有効期間を１年間延長するものとし、

以後も同様とする。 

 

第３条（提供エリア） 

    本協定書で合意した再送信の提供エリアは、別紙に規定する乙が運営

するサービス提供エリアとする。これ以外の地域に関しては再送信を

行わないものとする。 

 

第４条（費用） 

1. 本協定書による再送信の情報提供の対価は無償とする。 

2. 乙は、再送信を行うにあたり、乙の緊急地震速報サービス加入者に対し

て、無償での再送信とするものとする。ただし、乙が提供している緊急

地震速報サービスに関しては、利用料金を含め乙所定の契約条件による

ものとし、甲は乙に対して制限をかけないものとする。 

 

第５条（免責事項） 

1. 乙は、乙の設備の維持管理を乙の責任において実施するが、天変地災そ

の他事故等により、再送信が実施できなかった場合でも、なんら責任を

負わないものとする 

 

2. 甲が実施する再送信の内容に関しては、甲の責任とし、乙は責任を負わ

ないものとする。乙は、乙の緊急地震速報サービス加入者から再送信の

内容に関する質疑、異議、請求等があるときは、これを甲に引き継ぐ。 
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第６条（守秘義務） 

    甲及び乙は、本協定書に規定する業務の遂行にあたり知りえた相手方

の事業上、技術上の事項について、第三者に開示してはならない。た

だし、事前に甲・乙合意した事項に関してはこの限りではない。 

 

第７条（解除） 

    甲又は乙が、第２条の有効期間中に本協定書を解除しようとする場合

には、２ヶ月前に相手方に書面にて通知することにより、本協定書を

将来に向かって解除することができる。 

 

第８条（権利義務） 

    甲及び乙は、相手方の事前の承諾なく、本協定書上の地位、及び権利

義務を第三者に譲渡し、引き受けさせ、その他処分しないものとする。 

 

第９条（協議事項） 

    本協定書に定めのない事項については、誠意を持って甲及び乙協議の

上定めるものとする。 

 

本協定書合意の証として、本書を２通作成し甲・乙それぞれ各１通を保有する。 

 

 

 

 

 

 

平成２８年１０月１７日 

 

甲：千葉市中央区千葉港 1番 1号 

                  千葉市 

千葉市長 熊谷 俊人 

 

乙：千葉市中央区問屋町１－３５  

千葉ポートサイドタワー８階 

株式会社ジェイコム千葉セントラル 

代表取締役社長 荒木 節夫 

 

 

 

 

 



別紙 サービス提供エリア 

 

【千葉市中央区】  

青葉町、赤井町、旭町、市場町、稲荷町、亥鼻、今井、今井町、院内、鵜の森町、大森町、生実

町、春日、川戸町、葛城、要町、亀井町、亀岡町、栄町、寒川町 1～3丁目、塩田町、汐見丘町、

白旗、新宿、新千葉 1～3 丁目、新町、新田町、神明町、末広、蘇我 1～5 丁目、蘇我町、大巌

寺町、千葉港、千葉寺町、中央 1～4丁目、中央港 1丁目、椿森、鶴沢町、道場北、出洲港、仁

戸名町、花輪町、浜野町、東本町、富士見 1・2丁目、星久喜町、本町 1丁目、道場北町、道場

南、問屋町、長洲、登戸、東千葉 1～3 丁目、弁天、本千葉町、本町 2・3 丁目、松ケ丘町、松

波、港町、南町、南生実町、都町、宮崎、宮崎町、村田町、矢作町、祐光、若草 

 

【千葉市稲毛区】  

穴川、穴川町、あやめ台、稲丘町、稲毛、稲毛台町、稲毛町、稲毛東、柏台、小深町、黒砂、黒

砂台、小仲台、小中台町、作草部、作草部町、千草台、山王町、園生町、天台、天台町、轟町、

長沼町、長沼原町、萩台町、宮野木町、緑町、弥生町六方町 

 

【千葉市花見川区】 

朝日ケ丘、天戸町、宇那谷町、柏井町、柏井 1 丁目、検見川町 1～3丁目・5丁目、犢橋町、こ

てはし台、作新台 1～3丁目・5～8丁目、さつきが丘、三角町、大日町、武石町 1～2丁目、千

種町、長作台、長作町、浪花町、西小中台、畑町、花園、花園町、花見川、幕張町 1～6 丁目、

幕張本郷 1～7丁目、瑞穂、南花園、宮野木台、横戸台、横戸町検見川町、 

 

【千葉市若葉区】  

愛生町、小倉町、大宮町、大宮台、小倉台 1～7 丁目、小倉町、大草町、御成台 1～3 丁目、貝

塚、貝塚町、加曽利町、金親町、北大宮台、桜木 1～8丁目、桜木北、坂月町、高品町、多部田

町、殿台町、千城台北、千城台西、千城台東、千城台南、都賀、都賀の台、西都賀、原町、東寺

山町、みつわ台、源町、若松町、若松台 

 

【千葉市緑区】  

おゆみ野 1～6 丁目、おゆみ野有吉、おゆみ野中央 1 丁～9 丁目、おゆみ野南 1～6 丁目、越智

町、鎌取町の一部、大膳野町、誉田町 1～3丁目、高田町、椎名崎町 

 

【千葉市美浜区】  

磯辺、稲毛海岸、打瀬、幸町、新港、高洲、高浜 1～6 丁目、浜田 1 丁目、幕張西 1～6 丁目、

真砂の全域 

 

【市原市】 押沼、瀬又、番場、古市場、八幡、菊間 の各一部  

 


